
担

当

課

（

室

）

目

次

発

行

岡

山

県

○

〃

〃

○

漁

船

保

険

付

保

義

務

発

生

の

た

め

の

同

意

の

認

水

産

課

担

当

課

（

室

）

定

目

次

○

決

算

の

要

領

会

計

課

【

規

則

】

【

公

告

】

○

医

薬

品

、

医

療

機

器

等

の

品

質

、

有

効

性

及

び

医

薬

安

全

課

○

農

業

振

興

地

域

の

区

域

の

変

更

農

村

振

興

課

安

全

性

の

確

保

等

に

関

す

る

法

律

施

行

細

則

の

一

○

開

発

許

可

を

受

け

た

開

発

行

為

に

関

す

る

工

事

建

築

指

導

課

部

を

改

正

す

る

規

則

の

完

了

○

岡

山

県

農

林

水

産

総

合

セ

ン

タ

ー

条

例

施

行

規

農

政

企

画

課

○

〃

〃

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

○

〃

〃

（

以

上

県

例

規

集

登

載

）

○

随

意

契

約

の

相

手

方

の

決

定

教

育

委

員

会

【

告

示

】

【

企

業

局

】

○

特

定

施

設

の

設

置

及

び

構

造

等

変

更

の

許

可

申

環

境

管

理

課

○

岡

山

県

企

業

局

職

員

就

業

規

則

の

一

部

を

改

正

総

務

企

画

課

請

す

る

規

程

○

岡

山

県

視

覚

障

害

者

セ

ン

タ

ー

の

指

定

管

理

者

障

害

福

祉

課

（

県

例

規

集

登

載

）

【

監

査

公

表

】

の

指

定

○

岡

山

県

聴

覚

障

害

者

セ

ン

タ

ー

の

指

定

管

理

者

〃

○

令

和

五

年

度

の

監

査

の

結

果

の

公

表

監

査

事

務

局

【

公

安

委

員

会

】

の

指

定

○

岡

山

県

健

康

の

森

学

園

就

労

継

続

支

援

事

業

所

〃

○

岡

山

県

道

路

交

通

法

施

行

細

則

の

一

部

を

改

正

交

通

規

制

課

及

び

障

害

者

支

援

施

設

の

指

定

管

理

者

の

指

定

す

る

規

則

○

岡

山

県

総

合

展

示

場

コ

ン

ベ

ッ

ク

ス

岡

山

の

指

企

業

誘

致

・

投

資

促

（

県

例

規

集

登

載

）

【

】

定

管

理

者

の

指

定

進

課

海

区

漁

業

調

整

委

員

会

○

岡

山

セ

ラ

ミ

ッ

ク

ス

セ

ン

タ

ー

の

指

定

管

理

者

産

業

振

興

課

○

水

産

動

植

物

の

採

捕

の

禁

止

の

指

示

海

区

漁

業

調

整

委

員

の

指

定

会

【

内

水

面

漁

場

管

理

委

員

会

】

○

保

安

林

の

指

定

予

定

治

山

課

岡

山

県

公

報
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目

次

担

当

課

（

室

）

目

次

担

当

課

（

室

）

○

令

和

六

年

度

に

お

け

る

第

五

種

共

同

漁

業

権

魚

内

水

面

漁

場

管

理

委

種

の

増

殖

に

つ

い

て

の

指

示

員

会

【

正

誤

】

○

保

安

林

の

指

定

予

定

の

正

誤

治

山

課
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◎
岡
山
県
規
則
第
七
十
四
号

医
薬
品
、
医
療
機
器
等
の
品
質
、
有
効
性
及
び
安
全
性
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
施
行
細
則
の
一
部

を
改
正
す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

医
薬
品
、
医
療
機
器
等
の
品
質
、
有
効
性
及
び
安
全
性
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
施
行
細
則
の

一
部
を
改
正
す
る
規
則

医
薬
品
、
医
療
機
器
等
の
品
質
、
有
効
性
及
び
安
全
性
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
施
行
細
則
（
昭
和

三
十
九
年
岡
山
県
規
則
第
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
第
一
項
中
「
毎
年
一
月
三
十
一
日
」
を
「
毎
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
令
和
六
年
一
月
五
日
か
ら
施
行
す
る
。
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◎
岡
山
県
規
則
第
七
十
五
号

岡
山
県
農
林
水
産
総
合
セ
ン
タ
ー
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め

る
。

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

岡
山
県
農
林
水
産
総
合
セ
ン
タ
ー
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

岡
山
県
農
林
水
産
総
合
セ
ン
タ
ー
条
例
施
行
規
則
（
平
成
二
十
二
年
岡
山
県
規
則
第
十
六
号
）
の
一

部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次
中
「
第
四
十
七
条
」
を
「
第
四
十
六
条
」
に

「
第
四
十
八
条
」
を
「
第
四
十
七
条
」
に
改
め

、

る
。第

三
十
五
条
第
一
項
中
「
入
学
を
許
可
さ
れ
た
」
を
「
入
学
試
験
に
合
格
し
た
」
に

「
保
証
人
」

、

を
「
連
帯
保
証
人
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
保
証
人
」
を
「
連
帯
保
証
人
」
に

「
誓
約
書
を
提

、

出
し
な
け
れ
ば
」
を
「
校
長
に
届
け
出
な
け
れ
ば
」
に
改
め
る
。

第
三
十
六
条
を
削
り
、
第
三
十
七
条
を
第
三
十
六
条
と
し
、
第
三
十
八
条
か
ら
第
四
十
三
条
ま
で
を

一
条
ず
つ
繰
り
上
げ
る
。

第
四
十
四
条
中
第
三
号
を
第
四
号
と
し
、
第
二
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
、
同
条
を
第
四
十
三
条

と
す
る
。

三

正
当
な
理
由
が
な
く
、
出
席
が
常
で
な
い
者

第
四
十
五
条
を
第
四
十
四
条
と
し
、
第
四
十
六
条
を
第
四
十
五
条
と
す
る
。

第
四
十
七
条
中
「
セ
ン
タ
ー
長
」
を
「
校
長
」
に
改
め
、
同
条
を
第
四
十
六
条
と
す
る
。

第
四
十
八
条
を
第
四
十
七
条
と
す
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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◎
岡
山
県
告
示
第
六
百
七
号

瀬
戸
内
海
環
境
保
全
特
別
措
置
法
（
昭
和
四
十
八
年
法
律
第
百
十
号
）
第
五
条
第
一
項
及
び
第
八
条

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
申
請
の
あ
っ
た
特
定
施
設
の
設
置
及
び
そ
の
構
造
等
の
変
更
の
許
可
申
請
の
概

要
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

な
お
、
こ
の
特
定
施
設
を
設
置
し
、
及
び
そ
の
構
造
等
を
変
更
す
る
こ
と
が
環
境
に
及
ぼ
す
影
響
に

つ
い
て
の
調
査
の
結
果
に
基
づ
く
事
前
評
価
に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
を
次
の
と
お
り
縦
覧
に

供
す
る
。

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

１
申
請
の
概
要

申
請
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ

て
は
そ
の
代
表
者
の
氏
名

(
1
)

っ

名
称

岡
山
大
鵬
薬
品
株
式
会
社1
7
7
5

1
住

所
岡
山
県
備
前
市
久々

井
－

氏
名

代
表
取
締
役
社
長

片
山

峰
伸

工
場
又
は
事
業
場
の
名
称
及
び
所
在
地

(
2
)名

称
岡
山
大
鵬
薬
品
株
式
会
社1
7
7
5

1
所
在
地

岡
山
県
備
前
市
久々

井
－
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(3) 特定施設に関する事項

区 分 新 設 新 設 新 設 新 設

47－ホ 47－ホ 47－ホ 47－ホ
医薬品製造業の用に供す 医薬品製造業の用に供す 医薬品製造業の用に供す 医薬品製造業の用に供す

種 類 る廃ガス洗浄施設（スク る廃ガス洗浄施設（スク る廃ガス洗浄施設（スク る廃ガス洗浄施設（スク
ラバー１） ラバー２） ラバー３） ラバー４）

能 力 50L／min 同左 17L／min 60L／min

工 事 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに 同左 同左 同左

工 事 完 成 予 定 年 月 日 許可後直ちに 同左 同左 同左

使 用 開 始 予 定 年 月 日 令和６年２月１日 同左 許可後直ちに 同左

連続９時間 同左 ２か月に１回 30分／回 連続９時間使用時間間隔及び１日当たりの使用時間並びにそ （ ）
の使用に季節的変動がある場合はその概要

使用時において 区 分 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大
当該特定施設か
ら排出される汚 水 量 92L／月１回 0.5㎥／２か月１回 0.42㎥／年１回
水等の汚染状態
の通常の値及び ｐ Ｈ 2.4 2.4 1.4 1.4 2.4 2.4
最大の値並びに
当該汚水等の通 ＢＯＤ（㎎／Ｌ） 120 120 0.6 0.6 120 120
常の量及び最大
の量 ＣＯＤ（㎎／Ｌ） 270 270 0.5未満 0.5未満 270 270

Ｓ Ｓ（㎎／Ｌ） 18 18 1未満 1未満 18 18

油 分（㎎／Ｌ） 0.5未満 0.5未満 0.5未満 0.5未満 0.5未満 0.5未満

Ｔ－Ｎ（㎎／Ｌ） 360 360 0.66 0.66 360 360

Ｔ－Ｐ（㎎／Ｌ） 2未満 2未満 同左 0.027 0.027 2未満 2未満

大腸菌群数（個／㎤） 0 0 0 0 0 0

鉛及びその化合物（㎎／Ｌ） 0.15 0.15 － － 0.15 0.15

砒素及びその化合物 ㎎／Ｌ 0.006 0.006 － － 0.006 0.006（ ）

0.0005未満 0.0005未満 － － 0.0005未満 0.0005未満
水銀及びアルキル水銀その他
の水銀化合物（㎎／Ｌ）

アンモニア、アンモニウム
化合物、亜硝酸化合物及び 210 210 － － 210 210
硝酸化合物（㎎／Ｌ）

備考 種類は、水質汚濁防止法施行令（昭和46年政令第188号）別表第１の号番号及び名称とする。
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(4) 汚水等の処理施設に関する事項
変更なし

(5) 排水口に関する事項

排水口番号 排水口①

変更前 変更後
区 分

通 常 最 大 通 常 最 大

水 量（㎥／日） 145 198 145[138] 198

ｐ Ｈ 6.8～7.8 5～9

ＢＯＤ（㎎／Ｌ） 10 40

ＣＯＤ（㎎／Ｌ） 5 20

Ｓ Ｓ（㎎／Ｌ） 10 40 同左

油 分（㎎／Ｌ） 1未満 5

Ｔ－Ｎ（㎎／Ｌ） 2.5 10

Ｔ－Ｐ（㎎／Ｌ） 0.25 1.5

大腸菌群数 個／㎤ 1,000個以下 3,000個以下（ ）

[ ]は６月～９月の平日の隔日
２ 縦覧の期間及び場所
(1) 期 間 令和５年12月26日から令和６年１月16日まで
(2) 場 所 岡山県環境文化部環境管理課及び備前市役所
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◎
岡
山
県
告
示
第
六
百
八
号 

岡
山
県
視
聴
覚
障
害
者
情
報
提
供
施
設
条
例
（
昭
和
六
十
年
岡
山
県
条
例
第
八
号
）
第
十
二
条
第
一 

項
の
規
定
に
よ
り
、
指
定
管
理
者
を
次
の
と
お
り
指
定
し
た
。 

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六
日 

岡
山
県
知
事 

 

伊 

原 

木 
 

隆 
 

太 

一 

管
理
を
行
わ
せ
る
施
設 

 
 

岡
山
市
北
区
西
古
松
二
六
八
番
地
の
一 

 
 
 
 

岡
山
県
視
覚
障
害
者
セ
ン
タ
ー 

二 

指
定
管
理
者
と
な
る
団
体 

 
 

岡
山
市
中
区
土
田
九
六
番
地
一 

 
 

社
会
福
祉
法
人
岡
山
県
視
覚
障
害
者
協
会 

 
 

会
長 

片
岡
美
佐
子 

三 

指
定
の
期
間 

 
 

令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
十
一
年
三
月
三
十
一
日
ま
で 
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◎
岡
山
県
告
示
第
六
百
九
号 

岡
山
県
視
聴
覚
障
害
者
情
報
提
供
施
設
条
例
（
昭
和
六
十
年
岡
山
県
条
例
第
八
号
）
第
十
二
条
第
一 

項
の
規
定
に
よ
り
、
指
定
管
理
者
を
次
の
と
お
り
指
定
し
た
。 

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六
日 

岡
山
県
知
事 

 

伊 

原 

木 
 

隆 
 

太 

一 

管
理
を
行
わ
せ
る
施
設 

 
 

岡
山
市
北
区
南
方
二
丁
目
一
三
番
一
号 

 
 
 
 

岡
山
県
聴
覚
障
害
者
セ
ン
タ
ー 

二 

指
定
管
理
者
と
な
る
団
体 

 
 

岡
山
市
北
区
南
方
二
丁
目
一
三
番
一
号 

 
 

公
益
社
団
法
人
岡
山
県
聴
覚
障
害
者
福
祉
協
会 

 
 

会
長 

中
西 

厚
美 

三 

指
定
の
期
間 

 
 

令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
十
一
年
三
月
三
十
一
日
ま
で 
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◎
岡
山
県
告
示
第
六
百
十
号 

岡
山
県
健
康
の
森
学
園
条
例
（
平
成
二
年
岡
山
県
条
例
第
二
十
八
号
）
第
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に 

よ
り
、
指
定
管
理
者
を
次
の
と
お
り
指
定
し
た
。 

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六
日 

岡
山
県
知
事 

 

伊 

原 

木 
 

隆 
 

太 

一 

管
理
を
行
わ
せ
る
施
設 

 
 

新
見
市
哲
多
町
大
野
二
〇
三
四
番
地
の
五 

 
 
 
 

岡
山
県
健
康
の
森
学
園
就
労
継
続
支
援
事
業
所
及
び
障
害
者
支
援
施
設 

二 

指
定
管
理
者
と
な
る
団
体 

 
 

新
見
市
哲
多
町
大
野
二
〇
三
四
番
地
の
五 

 
 

社
会
福
祉
法
人
健
康
の
森
学
園 

 
 

理
事
長 

黒
山 

靖
弘 

三 

指
定
の
期
間 

 
 

令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
十
一
年
三
月
三
十
一
日
ま
で 
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◎
岡
山
県
告
示
第
六
百
十
一
号 

 

岡
山
県
総
合
展
示
場
コ
ン
ベ
ッ
ク
ス
岡
山
条
例
（
平
成
三
年
岡
山
県
条
例
第
二
十
四
号
）
第
十
二
条

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
指
定
管
理
者
を
次
の
と
お
り
指
定
し
た
。 

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

岡
山
県
知
事 

 

伊 

原 

木 
 

隆 
 

太 
 

 
 

一 

管
理
を
行
わ
せ
る
施
設 

岡
山
市
北
区
大
内
田
六
七
五
番
地
ほ
か 

岡
山
県
総
合
展
示
場
コ
ン
ベ
ッ
ク
ス
岡
山 

二 

指
定
管
理
者
と
な
る
団
体 

岡
山
市
北
区
本
町
六
番
三
六
号 

コ
ン
ベ
ッ
ク
ス
岡
山
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム 

代
表
者 

丸
田
産
業
株
式
会
社 
代
表
取
締
役 

伊
原
木
省
吾 

三 

指
定
の
期
間 

令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
十
一
年
三
月
三
十
一
日
ま
で 
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◎
岡
山
県
告
示
第
六
百
十
二
号 

岡
山
県
岡
山
セ
ラ
ミ
ッ
ク
ス
セ
ン
タ
ー
条
例
（
平
成
二
年
岡
山
県
条
例
第
二
十
号
）
第
十
二
条
第
一

項
の
規
定
に
よ
り
、
指
定
管
理
者
を
次
の
と
お
り
指
定
し
た
。 

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六
日 

岡
山
県
知
事 

 

伊 

原 

木 
 

隆 
 

太 
 

 
 

一 

管
理
を
行
わ
せ
る
施
設 

 
 

備
前
市
西
片
上
一
四
〇
六
番
地
一
八 

 
 

岡
山
セ
ラ
ミ
ッ
ク
ス
セ
ン
タ
ー 

二 

指
定
管
理
者
と
な
る
団
体 

 
 

備
前
市
西
片
上
一
四
〇
六
番
地
一
八 

 
 

一
般
財
団
法
人
岡
山
セ
ラ
ミ
ッ
ク
ス
技
術
振
興
財
団 

 
 
 

理
事
長 

矢
吹 

 

巧 

三 

指
定
の
期
間 

 
 

令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
十
一
年
三
月
三
十
一
日
ま
で 
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◎
岡
山
県
告
示
第
六
百
十
三
号

森
林
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
四
十
九
号
）
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ
り
、
農
林
水
産
大
臣

か
ら
次
の
と
お
り
保
安
林
の
指
定
を
す
る
予
定
で
あ
る
旨
の
通
知
が
あ
っ
た
。

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

保
安
林
予
定
森
林
の
所
在
場
所

新
見
市
西
方
字
川
平
三
六
一
七
か
ら
三
六
一
九
ま
で
、
三
六
二
〇
の
一

二

指
定
の
目
的

水
源
の
涵
養

か
ん

三

指
定
施
業
要
件

１

立
木
の
伐
採
の
方
法

主
伐
に
係
る
伐
採
種
は
、
定
め
な
い
。

（１）

主
伐
と
し
て
伐
採
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
立
木
は
、
当
該
立
木
の
所
在
す
る
市
町
村
に
係
る

（２）
市
町
村
森
林
整
備
計
画
で
定
め
る
標
準
伐
期
齢
以
上
の
も
の
と
す
る
。

間
伐
に
係
る
森
林
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

（３）
２

立
木
の
伐
採
の
限
度
並
び
に
植
栽
の
方
法
・
期
間
及
び
樹
種

次
の
と
お
り
と
す
る
。

（

次
の
と
お
り
」
は
省
略
し
、
そ
の
関
係
書
類
を
岡
山
県
庁
及
び
新
見
市
役
所
に
備
え
置
い
て
縦

「

覧
に
供
す
る

）
。
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◎
岡
山
県
告
示
第
六
百
十
四
号

森
林
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
四
十
九
号
）
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ
り
、
農
林
水
産
大
臣

か
ら
次
の
と
お
り
保
安
林
の
指
定
を
す
る
予
定
で
あ
る
旨
の
通
知
が
あ
っ
た
。

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

保
安
林
予
定
森
林
の
所
在
場
所

新
見
市
哲
多
町
蚊
家
字
千
村
三
四
一
〇
、
字
馬
場
山
三
四
一
六
の
一
か
ら
三
四
一
六
の
三
ま
で

二

指
定
の
目
的

水
源
の
涵
養

か
ん

三

指
定
施
業
要
件

１

立
木
の
伐
採
の
方
法

主
伐
に
係
る
伐
採
種
は
、
定
め
な
い
。

（１）

主
伐
と
し
て
伐
採
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
立
木
は
、
当
該
立
木
の
所
在
す
る
市
町
村
に
係
る

（２）
市
町
村
森
林
整
備
計
画
で
定
め
る
標
準
伐
期
齢
以
上
の
も
の
と
す
る
。

間
伐
に
係
る
森
林
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

（３）
２

立
木
の
伐
採
の
限
度
並
び
に
植
栽
の
方
法
・
期
間
及
び
樹
種

次
の
と
お
り
と
す
る
。

（

次
の
と
お
り
」
は
省
略
し
、
そ
の
関
係
書
類
を
岡
山
県
庁
及
び
新
見
市
役
所
に
備
え
置
い
て
縦

「

覧
に
供
す
る

）
。
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◎
岡
山
県
告
示
第
六
百
十
五
号 

 

漁
船
損
害
等
補
償
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
十
八
号
）
第
百
十
二
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ

る
届
出
を
審
査
し
た
結
果
、
次
の
加
入
区
に
つ
い
て
、
同
法
第
百
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
同
意

が
あ
っ
た
も
の
と
認
め
た
。 

 
 

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六
日 

岡
山
県
知
事 

 

伊 

原 

木 
 

隆 
 

太 
 

 
 

 

加
入
区
の
名
称 

伊
里
・
邑
久
加
入
区 
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◎
岡
山
県
告
示
第
六
百
十
六
号 

 

令
和
五
年
十
二
月
二
十
二
日
に
岡
山
県
議
会
定
例
会
で
議
決
を
経
た
決
算
の
要
領
は
、
次
の
と
お
り

で
あ
る
。 

 
 

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六
日 

岡
山
県
知
事 

 

伊 

原 

木 
 

隆 
 

太 
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令和４年度　一般会計歳入歳出決算書
（単位：円）

１ 県 税 273,959,799,189
１ 県 民 税 61,350,022,360
２ 事 業 税 63,241,215,654
３ 地 方 消 費 税 94,667,229,497
４ 不 動 産 取 得 税 4,508,880,686
５ 県 た ば こ 税 2,146,762,123
６ ゴ ル フ 場 利 用 税 662,224,625
７ 軽 油 引 取 税 19,334,386,435
８ 自 動 車 税 27,471,581,890
９ 鉱 区 税 10,620,900
10 狩 猟 税 16,550,900
11 産 業 廃 棄 物 処 理 税 527,166,520
12 旧 法 に よ る 税 23,157,599

２ 地 方 消 費 税 92,162,731,116
清 算 金 １ 地 方 消 費 税 清 算 金 92,162,731,116

３ 地 方 譲 与 税 38,320,339,000
１ 特 別 法 人 事 業 譲 与 税 35,471,315,000
２ 地 方 揮 発 油 譲 与 税 2,315,334,000
３ 石 油 ガ ス 譲 与 税 73,436,000
４ 自 動 車 重 量 譲 与 税 279,698,000
５ 地 方 道 路 譲 与 税 0
６ 森 林 環 境 譲 与 税 118,359,000
７ 航 空 機 燃 料 譲 与 税 62,197,000

４ 地 方 特 例 交 付 金 1,176,707,000
１ 地 方 特 例 交 付 金 1,176,707,000

５ 地 方 交 付 税 176,983,668,000
１ 地 方 交 付 税 176,983,668,000

６ 交 通 安 全 対 策 345,286,000
特 別 交 付 金 １ 交通安全対策特別交付金 345,286,000

７ 分担金及び負担金 4,440,725,496
１ 負 担 金 4,440,725,496

８ 使用料及び手数料 9,275,314,590
１ 使 用 料 6,375,151,613
２ 手 数 料 2,900,162,977

９ 国 庫 支 出 金 145,505,870,492
１ 国 庫 負 担 金 33,049,063,784
２ 国 庫 補 助 金 111,772,728,129
３ 委 託 金 684,078,579

10 財 産 収 入 1,796,867,059
１ 財 産 運 用 収 入 861,487,653
２ 財 産 売 払 収 入 935,379,406

11 寄 附 金 228,018,189
１ 寄 附 金 228,018,189

12 繰 入 金 23,970,329,703
１ 特 別 会 計 繰 入 金 875,155,897
２ 基 金 繰 入 金 23,095,173,806

歳　　　　　　　　入

款 項 決　算　額

令和５年１２月２６日　岡山県公報　第１２５６１号



13 諸 収 入 16,710,551,530
１ 延滞金、加算金及び過料等 250,620,043
２ 県 預 金 利 子 7,369,299
３ 貸 付 金 元 利 収 入 166,348,596
４ 受 託 事 業 収 入 1,953,088,711
５ 収 益 事 業 収 入 2,822,343,690
６ 利 子 割 精 算 金 収 入 0
７ 雑 入 11,510,781,191

14 県 債 55,474,038,000
１ 県 債 55,474,038,000

15 繰 越 金 14,810,819,444
１ 繰 越 金 14,810,819,444

１ 議 会 費 1,505,153,756
１ 議 会 費 1,505,153,756

２ 総 務 費 72,742,814,579
１ 総 務 管 理 費 47,900,465,027
２ 企 画 費 4,051,491,990
３ 地 方 振 興 費 2,748,456,131
４ 徴 税 費 8,182,190,837
５ 市 町 村 振 興 費 955,911,034
６ 選 挙 費 1,039,587,114
７ 統 計 調 査 費 318,130,068
８ 県 民 生 活 費 2,535,498,664
９ 防 災 費 1,814,162,698
10 環 境 費 2,903,507,613
11 人 事 委 員 会 費 130,852,520
12 監 査 委 員 費 162,560,883

３ 民 生 費 122,962,093,702
１ 社 会 福 祉 費 98,013,366,695
２ 児 童 福 祉 費 23,876,281,399
３ 生 活 保 護 費 993,360,264
４ 災 害 救 助 費 79,085,344

４ 衛 生 費 57,367,485,890
１ 公 衆 衛 生 費 46,312,190,373
２ 環 境 衛 生 費 1,885,464,307
３ 保 健 所 費 1,917,054,638
４ 医 薬 費 7,252,776,572

５ 労 働 費 1,155,902,250
１ 労 政 費 353,700,645
２ 職 業 訓 練 費 700,307,194
３ 労 働 委 員 会 費 101,894,411

６ 農 林 水 産 業 費 38,918,693,575
１ 農 業 費 11,605,271,437
２ 畜 産 業 費 5,487,809,847
３ 農 地 費 12,584,243,535
４ 林 業 費 7,997,006,640
５ 水 産 業 費 1,244,362,116

歳　　　　　　　　出

款 項 決　算　額

歳　　　入　　　合　　　計 855,161,064,808
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７ 商 工 費 32,314,010,368
１ 商 業 費 19,994,543,623
２ 工 鉱 業 費 11,671,500,633
３ 観 光 費 647,966,112

８ 土 木 費 75,499,534,539
１ 土 木 管 理 費 6,634,563,493
２ 道 路 橋 り よ う 費 31,907,798,189
３ 河 川 海 岸 費 25,682,070,922
４ 港 湾 費 7,434,385,812
５ 都 市 計 画 費 2,672,461,804
６ 住 宅 費 1,168,254,319

９ 警 察 費 47,148,845,616
１ 警 察 管 理 費 46,227,584,705
２ 警 察 活 動 費 921,260,911

10 教 育 費 142,391,022,939
１ 教 育 総 務 費 29,287,088,866
２ 小 学 校 費 37,583,891,219
３ 中 学 校 費 21,232,201,363
４ 高 等 学 校 費 35,841,448,621
５ 特 別 支 援 学 校 費 13,100,537,744
６ 大 学 費 2,245,504,733
７ 社 会 教 育 費 2,207,364,103
８ 保 健 体 育 費 892,986,290

11 災 害 復 旧 費 1,564,250,200
１ 農林水産施設災害復旧費 627,990,286
２ 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 936,259,914

12 公 債 費 98,946,357,821
１ 公 債 費 98,946,357,821

13 諸 支 出 金 153,445,654,790
１ 地 方 消 費 税 清 算 金 91,088,096,116
２ 個人県民税所得割交付金 139,194,000
３ 利 子 割 交 付 金 110,619,000
４ 配 当 割 交 付 金 2,025,119,000
５ 株式等譲渡所得割交付金 1,353,383,000
６ 法 人 事 業 税 交 付 金 4,627,178,000
７ 地 方 消 費 税 交 付 金 46,766,634,000
８ ゴ ル フ 場 利 用 税交 付金 464,896,067
９ 自 動 車 取 得 税 交 付 金 14,901,015
10 環 境 性 能 割 交 付 金 881,305,506
11 軽 油 引 取 税 交 付 金 5,828,309,086
12 利 子 割 精 算 金 0
13 産業廃棄物処理税交付金 146,020,000

14 予 備 費 0
１ 予 備 費 0

歳入歳出差引残額 9,199,244,783 円

う ち 基 金 繰 入 額 － 円

歳　　　出　　　合　　　計 845,961,820,025
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令和４年度　岡山県母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計歳入歳出決算書
（単位：円）

１ 繰 入 金 3,194,977
１ 一 般 会 計 繰 入 金 3,194,977

２ 繰 越 金 111,009,841
１ 繰 越 金 111,009,841

３ 諸 収 入 60,069,247
１ 県 預 金 利 子 6,088
２ 貸 付 金 元 利 収 入 59,737,559
３ 雑 入 325,600

１ 民 生 費 74,862,123
１ 児 童 福 祉 費 74,862,123

歳入歳出差引残額 99,411,942 円

う ち 基 金 繰 入 額 － 円

174,274,065

歳　　　　　　　　出

款 項 決　算　額

歳　　　出　　　合　　　計 74,862,123

歳　　　　　　　　入

款 項 決　算　額

歳　　　入　　　合　　　計
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令和４年度　岡山県国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算書
（単位：円）

１ 分担金及び負担金 45,335,436,871
１ 負 担 金 45,335,436,871

２ 国 庫 支 出 金 49,268,129,772
１ 国 庫 負 担 金 33,110,780,772
２ 国 庫 補 助 金 16,157,349,000

３ 前期高齢者交付金 63,602,999,724
１ 前 期 高 齢 者 交 付 金 63,602,999,724

４ 共 同 事 業 交 付 金 315,217,192
１ 共 同 事 業 交 付 金 315,217,192

５ 財 産 収 入 2,329,074
１ 財 産 運 用 収 入 2,329,074

６ 繰 入 金 10,341,995,843
１ 一 般 会 計 繰 入 金 10,251,573,164
２ 基 金 繰 入 金 90,422,679

７ 繰 越 金 8,407,067,956
１ 繰 越 金 8,407,067,956

８ 諸 収 入 380,997,727
１ 雑 入 380,997,727

９ 療養給付費等交付金 1,313,000
１ 療 養 給 付 費 等 交 付 金 1,313,000

１ 総 務 費 49,197,590
１ 総 務 管 理 費 48,870,648
２ 運 営 協 議 会 費 326,942

２ 保険給付費等交付金 139,060,804,377
１ 保 険 給 付 費 等 交 付 金 139,060,804,377

３ 後期高齢者支援金等 21,231,942,505
１ 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 21,231,942,505

４ 前期高齢者納付金等 56,834,329
１ 前 期 高 齢 者 納 付 金 等 56,834,329

５ 介 護 納 付 金 7,765,068,609
１ 介 護 納 付 金 7,765,068,609

６ 病床転換支援金等 73,291
１ 病 床 転 換 支 援 金 等 73,291

歳　　　　　　　　入

款 項 決　算　額

歳　　　入　　　合　　　計 177,655,487,159

歳　　　　　　　　出

款 項 決　算　額
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７ 共 同 事 業 拠 出 金 296,239,865
１ 共 同 事 業 拠 出 金 296,239,865

８ 基 金 支 出 金 6,644,679
１ 基 金 支 出 金 6,644,679

９ 保 健 事 業 費 78,082,233
１ 保 健 事 業 費 78,082,233

10 基 金 積 立 金 364,950,074
１ 基 金 積 立 金 364,950,074

11 諸 支 出 金 2,076,565,739
１ 償 還 金 2,076,565,739

12 繰 出 金 11,674,000
１ 繰 出 金 11,674,000

歳入歳出差引残額 6,657,409,868 円

う ち 基 金 繰 入 額 － 円

歳　　　出　　　合　　　計 170,998,077,291
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令和４年度　岡山県営食肉地方卸売市場特別会計歳入歳出決算書
（単位：円）

１ 使用料及び手数料 85,543,379
１ 使 用 料 85,543,379

２ 財 産 収 入 0
１ 財 産 売 払 収 入 0

３ 繰 入 金 822,761,775
１ 一 般 会 計 繰 入 金 822,761,775

４ 繰 越 金 23,966,819
１ 繰 越 金 23,966,819

５ 諸 収 入 44,350,231
１ 雑 入 44,350,230
２ 県 預 金 利 子 1

６ 県 債 66,300,000
１ 県 債 66,300,000

１ 農 林 水 産 業 費 1,024,918,703
１ 畜 産 業 費 760,236,327
２ 公 債 費 264,682,376

歳入歳出差引残額 18,003,501 円

う ち 基 金 繰 入 額 － 円

歳　　　　　　　　入

款 項 決　算　額

1,042,922,204

歳　　　　　　　　出

款 項 決　算　額

歳　　　出　　　合　　　計 1,024,918,703

歳　　　入　　　合　　　計
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令和４年度　岡山県造林事業等特別会計歳入歳出決算書
（単位：円）

１ 財 産 収 入 12,419,652
１ 財 産 売 払 収 入 12,419,652

２ 繰 入 金 1,865,689,665
１ 一 般 会 計 繰 入 金 1,865,689,665

３ 繰 越 金 35,451,610
１ 繰 越 金 35,451,610

４ 諸 収 入 33,218,279,657
１ 貸 付 金 元 利 収 入 33,216,000,000
２ 雑 入 2,279,657

１ 農 林 水 産 業 費 35,111,906,655
１ 林 業 費 35,023,657,653
２ 公 債 費 88,249,002

歳入歳出差引残額 19,933,929 円

う ち 基 金 繰 入 額 － 円

項 決　算　額

歳　　　入　　　合　　　計 35,131,840,584

歳　　　　　　　　出

款 項 決　算　額

歳　　　　　　　　入

款

35,111,906,655歳　　　出　　　合　　　計
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令和４年度　岡山県林業改善資金貸付金特別会計歳入歳出決算書
（単位：円）

１ 繰 入 金 0
１ 一 般 会 計 繰 入 金 0

２ 繰 越 金 220,035,337
１ 繰 越 金 220,035,337

３ 諸 収 入 463,414,368
１ 貸 付 金 元 利 収 入 463,397,244
２ 雑 入 17,124

４ 県 債 221,500,000
１ 県 債 221,500,000

１ 農 林 水 産 業 費 664,810,882
１ 林 業 費 664,810,882

歳入歳出差引残額 240,138,823 円

う ち 基 金 繰 入 額 － 円

歳　　　　　　　　出

款 項 決　算　額

歳　　　出　　　合　　　計 664,810,882

歳　　　　　　　　入

款 項 決　算　額

歳　　　入　　　合　　　計 904,949,705
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令和４年度　岡山県沿岸漁業改善資金貸付金特別会計歳入歳出決算書
（単位：円）

１ 繰 入 金 39,693
１ 一 般 会 計 繰 入 金 39,693

２ 繰 越 金 376,050,268
１ 繰 越 金 376,050,268

３ 諸 収 入 7,272,013
１ 貸 付 金 元 利 収 入 7,217,000
２ 雑 入 55,013

１ 農 林 水 産 業 費 39,693
１ 水 産 業 費 39,693

歳入歳出差引残額 383,322,281 円

う ち 基 金 繰 入 額 － 円

歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　　　　　　入

款 項 決　算　額

383,361,974

歳　　　　　　　　出

款 項 決　算　額

歳　　　出　　　合　　　計 39,693
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令和４年度　岡山県中小企業支援資金貸付金特別会計歳入歳出決算書
（単位：円）

1 繰 越 金 1,927,466,791
１ 繰 越 金 1,927,466,791

2 諸 収 入 623,644,393
１ 県 預 金 利 子 114,017
２ 貸 付 金 元 利 収 入 623,510,376
３ 雑 入 20,000

3 県 債 32,331,000
１ 県 債 32,331,000

１ 商 工 費 570,890,194
１ 商 工 費 570,890,194

歳入歳出差引残額 2,012,551,990 円

う ち 基 金 繰 入 額 － 円

款

歳　　　　　　　　入

款 項 決　算　額

歳　　　入　　　合　　　計 2,583,442,184

歳　　　　　　　　出

項 決　算　額

歳　　　出　　　合　　　計 570,890,194
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令和４年度　岡山県内陸工業団地及び流通業務団地造成事業特別会計歳入歳出決算書
（単位：円）

１ 財 産 収 入 208,434,331
１ 財 産 売 払 収 入 207,295,019
２ 財 産 運 用 収 入 1,139,312

２ 繰 越 金 1,880,056,899
１ 繰 越 金 1,880,056,899

１ 内 陸 ・ 流 通 団 地 538,541,828
造 成 事 業 費 １ 内陸・流通団地造成事業費 10,607,958

２ 公 債 費 527,933,870

歳入歳出差引残額 1,549,949,402 円

う ち 基 金 繰 入 額 － 円

歳　　　入　　　合　　　計 2,088,491,230

歳　　　　　　　　出

款 項 決　算　額

歳　　　出　　　合　　　計 538,541,828

歳　　　　　　　　入

款 項 決　算　額
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令和４年度　岡山県公共用地等取得事業特別会計歳入歳出決算書
（単位：円）

１ 繰 入 金 343,205,510
１ 一 般 会 計 繰 入 金 311,678,437
２ 土 地 開 発 基 金 繰 入 金 31,527,073

２ 繰 越 金 808,808,011
１ 繰 越 金 808,808,011

１ 道路等用地取得費 260,865,032
１ 道 路 等 用 地 取 得 費 260,865,032

２ 公共用地等取得費 35,911,153
１ 公 共 用 地 等 取 得 費 35,911,153

歳入歳出差引残額 855,237,336 円

う ち 基 金 繰 入 額 － 円

歳　　　　　　　　入

款 項 決　算　額

1,152,013,521

歳　　　　　　　　出

款 項 決　算　額

歳　　　出　　　合　　　計 296,776,185

歳　　　入　　　合　　　計
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令和４年度　岡山県後楽園特別会計歳入歳出決算書
（単位：円）

１ 使用料及び手数料 211,944,323
１ 使 用 料 211,944,323

２ 財 産 収 入 56,100
１ 財 産 売 払 収 入 56,100

３ 繰 入 金 47,903,000
１ 一 般 会 計 繰 入 金 47,903,000

４ 諸 収 入 3,605,277
１ 雑 入 3,605,277

５ 繰 越 金 9,132,051
１ 繰 越 金 9,132,051

１ 後 楽 園 費 263,507,987
１ 後 楽 園 費 263,507,987

歳入歳出差引残額 9,132,764 円

う ち 基 金 繰 入 額 － 円

項 決　算　額

歳　　　入　　　合　　　計 272,640,751

歳　　　　　　　　出

款 項 決　算　額

款

歳　　　　　　　　入

263,507,987歳　　　出　　　合　　　計
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令和４年度　岡山県港湾整備事業特別会計歳入歳出決算書
（単位：円）

１ 使用料及び手数料 338,621,525
１ 使 用 料 338,621,525

２ 国 庫 支 出 金 0
１ 国 庫 補 助 金 0

３ 財 産 収 入 1,038,771,492
１ 財 産 売 払 収 入 431,904,087
２ 財 産 運 用 収 入 606,867,405

４ 繰 入 金 95,805,044
１ 一 般 会 計 繰 入 金 95,805,044

５ 繰 越 金 1,767,913,163
１ 繰 越 金 1,767,913,163

６ 諸 収 入 141,860,607
１ 雑 入 141,860,607

７ 県 債 547,900,000
１ 県 債 547,900,000

１ 土 木 費 2,597,631,843
１ 港 湾 費 259,700,190
２ 臨 海 土 地 造 成 費 572,434,196
３ 公 債 費 1,765,497,457

歳入歳出差引残額 1,333,239,988 円

う ち 基 金 繰 入 額 － 円

項 決　算　額

歳　　　出　　　合　　　計 2,597,631,843

歳　　　　　　　　入

款 項 決　算　額

歳　　　入　　　合　　　計 3,930,871,831

歳　　　　　　　　出

款
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令和４年度　岡山県収入証紙等特別会計歳入歳出決算書
（単位：円）

１ 証 紙 収 入 2,913,675,128
１ 証 紙 収 入 2,913,675,128

２ 証 紙 代 金 収 納 2,548,847,700
計 器 収 入 １ 証 紙 代 金 収 納 計 器 収 入 2,548,847,700

３ 繰 入 金 122,528,798
１ 一 般 会 計 繰 入 金 122,528,798

４ 繰 越 金 199,339,066
１ 繰 越 金 199,339,066

１ 証 紙 費 3,018,262,980
１ 証 紙 管 理 費 3,018,262,980

２ 証 紙 代 金 収 納 2,570,093,847
計 器 費 １ 証紙代金収納計器管理費 2,570,093,847

歳入歳出差引残額 196,033,865 円

う ち 基 金 繰 入 額 － 円

項 決　算　額

歳　　　入　　　合　　　計 5,784,390,692

歳　　　　　　　　出

款 項 決　算　額

歳　　　　　　　　入

款

5,588,356,827歳　　　出　　　合　　　計
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令和４年度　岡山県用品調達特別会計歳入歳出決算書
（単位：円）

１ 用 品 収 入 248,115,524
１ 用 品 収 入 248,115,524

２ 財 産 収 入 580,144
１ 財 産 売 払 収 入 580,144

３ 繰 入 金 772,200
１ 一 般 会 計 繰 入 金 772,200

４ 繰 越 金 13,751,505
１ 繰 越 金 13,751,505

１ 用 品 調 達 費 253,756,035
１ 調 達 費 253,756,035

歳入歳出差引残額 9,463,338 円

う ち 基 金 繰 入 額 － 円

款 項 決　算　額

歳　　　出　　　合　　　計 253,756,035

歳　　　　　　　　入

款 項 決　算　額

歳　　　入　　　合　　　計 263,219,373

歳　　　　　　　　出
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令和４年度　岡山県公債管理特別会計歳入歳出決算書
（単位：円）

１ 繰 入 金 112,164,890,030
１ 一 般 会 計 繰 入 金 98,946,627,140
２ 特 別 会 計 繰 入 金 3,228,262,890
３ 基 金 繰 入 金 9,990,000,000

２ 県 債 74,557,410,000
１ 県 債 74,557,410,000

１ 公 債 費 186,722,300,030
１ 公 債 費 186,722,300,030

歳入歳出差引残額 0 円

う ち 基 金 繰 入 額 － 円

歳　　　　　　　　入

186,722,300,030

項 決　算　額

歳　　　入　　　合　　　計 186,722,300,030

歳　　　　　　　　出

款 項 決　算　額

歳　　　出　　　合　　　計

款
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〔
六
一
二
〕
農
業
振
興
地
域
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
五
十
八
号
）
第
七
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
り
、
倉
敷
農
業
振
興
地
域
の
区
域
を
次
の
と
お
り
変
更
す
る
。

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

（
「
次
の
と
お
り
」
は
省
略
し
、
そ
の
関
係
図
書
を
岡
山
県
農
林
水
産
部
農
村
振
興
課
に
備
え
置
い

て
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。
）
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〔
六
一
三
〕
次
の
者
に
係
る
都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ

る
開
発
許
可
を
受
け
た
開
発
行
為
に
関
す
る
工
事
が
完
了
し
た
。 
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原 
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隆 
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域
又
は
工
区
に
含
ま
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る
地
域
の
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都
窪
郡
早
島
町
早
島
字
山
川
下
三
五
四
五
―
二
三
、
三
五
四
五
―
二
七 

二 

許
可
を
受
け
た
者
の
住
所
及
び
氏
名 

倉
敷
市
船
倉
町
一
二
二
八 

笠
原 

隆
世 

笠
原 

陽
和 

三 

許
可
年
月
日
及
び
許
可
番
号 

 
 

令
和
五
年
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月
十
四
日
岡
山
県
指
令
建
指
第
二
〇
一
号 
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都
市
計
画
法
（
昭
和
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年
法
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第
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第
二
十
九
条
の
規
定
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る
開
発
許
可
を
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た
開
発
行
為
に
関
す
る
工
事
が
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隆 
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六
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六
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ー
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〇
三 
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山 
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三 

許
可
年
月
日
及
び
許
可
番
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五
年
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二
十
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県
指
令
建
指
第
二
〇
七
号 
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〔
六
一
五
〕
次
の
者
に
係
る
都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ

る
開
発
許
可
を
受
け
た
開
発
行
為
に
関
す
る
工
事
が
完
了
し
た
。 

 
 

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六
日 

岡
山
県
知
事 

 

伊 

原 

木 
 

隆 
 

太 
 

 
 

一 

開
発
区
域
又
は
工
区
に
含
ま
れ
る
地
域
の
名
称 

総
社
市
金
井
戸
字
御
所
三
一
三
―
三 

二 

許
可
を
受
け
た
者
の
住
所
及
び
氏
名 

総
社
市
地
頭
片
山
一
一
九
―
一
プ
ラ
シ
ー
ド
Ａ
二
〇
二 

谷
口 

智
哉 

谷
口 

祐
子 

三 

許
可
年
月
日
及
び
許
可
番
号 

 
 

令
和
五
年
十
一
月
二
日
岡
山
県
指
令
建
指
第
二
四
五
号 
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〔
六
一
六
〕
地
方
公
共
団
体
の
物
品
等
又
は
特
定
役
務
の
調
達
手
続
の
特
例
を
定
め
る
政
令
（
平
成
七

年
政
令
第
三
百
七
十
二
号
。
以
下
「
政
令
」
と
い
う

）
に
基
づ
き
、
特
定
調
達
契
約
に
つ
き
、
次
の

。

と
お
り
契
約
の
相
手
方
等
を
決
定
し
た
。

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

調
達
件
名

岡
山
県
立
学
校
学
習
系
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
通
信
回
線
サ
ー
ビ
ス
提
供
業
務

二

契
約
期
間

令
和
六
年
一
月
一
日
か
ら
令
和
八
年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で

三

契
約
に
関
す
る
事
務
を
担
当
す
る
課
等
の
名
称
及
び
所
在
地

岡
山
県
教
育
庁
高
校
教
育
課
教
育
情
報
化
推
進
室

岡
山
市
北
区
内
山
下
二
丁
目
四
番
六
号

四

契
約
の
相
手
方
を
決
定
し
た
日

令
和
五
年
十
二
月
六
日

五

契
約
の
相
手
方
の
氏
名
及
び
住
所

株
式
会
社
オ
ー
ビ
ス

岡
山
市
北
区
大
内
田
六
七
五
番
地

六

契
約
金
額

月
額
二
、
〇
四
四
、
九
〇
〇
円
（
う
ち
消
費
税
額
及
び
地
方
消
費
税
の
額
一
八
五
、
九
〇
〇
円
）

七

契
約
の
相
手
方
を
決
定
し
た
手
続
（
契
約
方
法
）

随
意
契
約

八

随
意
契
約
の
理
由

政
令
第
十
一
条
第
一
項
第
二
号
に
該
当
す
る
た
め
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◎
岡
山
県
企
業
管
理
規
程
第
八
号 

 

岡
山
県
企
業
局
職
員
就
業
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
程
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。 

 
 
 
 

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六
日 

岡
山
県
公
営
企
業
管
理
者 

 

片 
 

山 
 

誠 
 

一 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

岡
山
県
企
業
局
職
員
就
業
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
程 

 

岡
山
県
企
業
局
職
員
就
業
規
則
（
昭
和
四
十
二
年
岡
山
県
企
業
管
理
規
程
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

第
十
五
条
第
一
項
第
十
五
号
中
「
七
月
一
日
」
を
「
六
月
一
日
」
に
改
め
る
。 

 
 

 

附 

則 

こ
の
規
程
は
、
令
和
六
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 
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◎
岡
山
県
監
査
公
表
第
六
号 

 

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
百
九
十
九
条
第
一
項
、
第
二
項
及
び
第
四
項

の
規
定
に
よ
り
実
施
し
た
令
和
五
年
度
の
監
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
を
、
同
条
第
九
項
の
規
定
に
よ

り
、
次
の
と
お
り
公
表
す
る
。 

 
 

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六
日 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

岡
山
県
監
査
委
員 

 

笹 
 

井 
 

茂 
 

智 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

岡
山
県
監
査
委
員 

 

山 
 

本 
 

雅 
 

彦 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

岡
山
県
監
査
委
員 

 

浅 
 

間 
 

義 
 

正 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

岡
山
県
監
査
委
員 

 

飛 
 

山 
 

美 
 

保 
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１ 監査の概要 

 (1) 監査等の種類     財務監査及び行政監査 

 (2) 監査の対象 

   ① 監査対象年度     令和４年度 

  ② 監査対象機関           138機関 

     （内 訳） 

       知事部局          35機関 

     諸局・企業会計        ６機関 

        教育委員会            74機関 

       公安委員会            23機関 

   ③ 監査実施機関          監査対象138機関のすべてについて監査を実施した。 

 (3) 監査の着眼点 

 ① 財務監査 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令に適合し、適正で、

経済的、効率的かつ効果的に行われ、その組織及び運営の合理化に努めているか。 

② 行政監査 

  事務全般を対象とし、その執行が法令に適合し、適正で、経済的、効率的かつ

効果的に行われ、その組織及び運営の合理化に努めているか。 

  (4) 監査の実施内容 

監査に当たっては、岡山県監査委員監査基準（令和２年３月27日岡山県監査公

表第５号）に準拠し、次のとおり実施した。 

なお、行政監査については、テーマを選定せず、財務監査に併せて実施した。 

  ① 事前調査 

        監査事務局職員が、あらかじめ監査実施機関に出向き、関係諸帳簿及び証拠書

類を確認・照合するとともに、当該機関の職員から説明を聴取して事前調査報告

書にまとめ、監査委員へ提出した。なお、出先機関の一部については、提出を受

けた書面により調査を実施し、必要に応じ当該機関の職員から説明を聴取して事

前調査報告書にまとめ、監査委員へ提出した。 

    ② 監査委員監査 

   ア 実地監査（63機関） 

         監査委員が、監査実施機関に出向き、①の事前調査報告書の内容を踏まえ、

当該機関の職員から説明を聴取するとともに、当該機関から提出された監査資

料等及び事前調査報告書に基づいて監査を行った。 

     イ 書面監査（75機関） 

         監査委員が、①の事前調査報告書の内容を踏まえ、監査実施機関から提出さ

れた監査資料等及び事前調査報告書に基づいて監査を行った。 

 

２ 監査の結果 

上記により監査した限りにおいて、監査の対象となった事務がおおむね法令に適

合し、適正で、経済的、効率的かつ効果的に行われ、その組織及び運営の合理化に
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努めていることを確認した。 

  (1) 総括的事項 

    ①  監査を実施した138機関のうち、18機関について41件の改善を要すると認められ

る事案（指摘事項）があった。これは、前年度の20機関・53件に比べ、機関数、

件数ともに減少している。 

  ② 指摘事項のうち収入未済に係る29件に関しては、14件について収入未済額が減

少しているものの、14件については収入未済額が増加、１件については増減がな

かった。なお、収入未済額が減少したもの及び増減がなかったものについても、

多額の収入未済額が残っている。 

  ③ 収入未済以外の指摘事項12件に関しては、岡山県財務規則をはじめとする諸規

程に反すると認められるもの、また、このような事務処理の誤りの結果、対外的

に影響が生じていると認められるものがあった。 

  ④ 指摘事項に至らないが、書類の整備や物品の管理手続等に問題があり、是正す

べきと認められるもの（注意・指導事項）は67機関で302件あり、前年度の76機関

・357件に比べ、機関数、件数ともに減少している。 

  ⑤ 本年度から内部統制に依拠した監査の推進に取り組み、内部統制制度におい

てリスク発生報告を行っているものについては、原則として、指摘事項等の対

象外としたことから、指摘事項と注意・指導事項とを合わせた件数は、343件と、

前年度の410件から67件の減少となっている。 

    ちなみに、指摘事項と注意・指導事項とを合わせた件数343件と令和４年度の

内部統制制度におけるリスク発生報告件数126件を合わせると469件となる。 

    今後も、全庁的に内部統制制度を推進するため、リスク発生報告件数が、当

分の間は増加すると思われるが、内部統制が有効に機能することにより、数年

後には減少に転じていくことが予想される。 

監査実施機関 監査 

指摘 

 

事項 

区 分 

実地 書面 

 

知 

 

事 

 

部 

 

局 

 

 

 

 

知事直轄・総合政策局・総務部 令和５年10月30日 － ○  

 

 

 

 

 

 

消防学校 令和５年８月17日 － ○  

東京事務所 令和５年７月21日 － ○  

県立記録資料館 令和５年８月16日 － ○  

県民生活部 令和５年10月30日 有 ○  

 

 
岡南飛行場管理事務所 令和５年８月７日 有 ○  
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岡山空港管理事務所 令和５年８月18日 － ○  

消費生活センター 令和５年８月３日 － ○  

男女共同参画推進センター 令和５年８月16日 － ○  

環境文化部 令和５年11月２日 － ○  

 

 

 

 

環境保健センター 令和５年８月７日 － ○  

県立美術館 令和５年７月25日 － ○  

保健医療部 令和５年11月２日 有 ○  

子ども・福祉部 令和５年11月２日 有 ○  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉相談センター（中央児童

相談所を含む。） 

令和５年８月３日 

 
有 ○  

倉敷児童相談所 令和５年８月29日 有 ○  

津山児童相談所 令和５年８月25日 有 ○  

県立成徳学校 令和５年８月22日 有 ○  

健康の森学園 令和５年９月８日 －  ○ 

産業労働部 令和５年10月26日 有 ○  

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪事務所 令和５年７月28日 － ○  

工業技術センター 令和５年８月18日 － ○  

南部高等技術専門校 令和５年８月29日 － ○  

北部高等技術専門校 令和５年８月25日 － ○  
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北部高等技術専門校美作校 令和５年８月９日 － ○  

農林水産部 令和５年10月24日 有 ○  

 

 

 

 

農林水産総合センター 令和５年８月30日 － ○  

県営食肉地方卸売市場 令和５年７月25日 － ○  

土木部 令和５年10月26日 有 ○ 
 

 

 

 
後楽園事務所 令和５年８月23日 － ○  

出納局 令和５年11月６日 － ○  

備前県民局（東備地域事務所を含

む。） 

令和５年10月20日 

 
有 ○  

備中県民局（井笠、高梁、新見地

域事務所を含む。） 

令和５年10月10日 

 

 

 

有 ○  

 

 
水島港湾事務所 － ○  

美作県民局（真庭、勝英地域事務

所を含む。） 

令和５年10月２日 

 
有 ○  

 

諸 

 

局 

 

等 

 

 

 

 

 

 

議会事務局 令和５年10月24日 － ○  

人事委員会事務局 令和５年11月６日 －  ○ 

労働委員会事務局 令和５年11月１日 －  ○ 

監査事務局 令和５年11月14日 －  ○ 

企業局 令和５年７月14日 有 ○  

土木部都市局（流域下水道事業会

計） 

令和５年７月14日 

 
－ ○  
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教 

 

育 

 

委 

 

員 

 

会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育庁 令和５年10月24日 有 ○  

岡山教育事務所 令和５年７月５日 －  ○ 

津山教育事務所 令和５年９月13日 －  ○ 

総合教育センター 令和５年７月27日 －  ○ 

生涯学習センター 令和５年６月27日 －  ○ 

県立図書館 令和５年７月25日 －  ○ 

県立博物館 令和５年８月23日 － ○  

古代吉備文化財センター 令和５年７月13日 － ○  

岡山朝日高等学校 令和５年８月22日 － ○  

岡山操山高等学校（中学校を含

む。） 

令和５年８月10日 

 
－  ○ 

岡山芳泉高等学校 令和５年７月10日 －  ○ 

岡山一宮高等学校 令和５年７月19日 － ○  

岡山城東高等学校 令和５年６月29日 －  ○ 

西大寺高等学校 令和５年７月12日 －  ○ 

瀬戸高等学校 令和５年７月12日 －  ○ 

高松農業高等学校 令和５年７月19日 － ○  

興陽高等学校 令和５年８月７日 －  ○ 

瀬戸南高等学校 令和５年６月27日 －  ○ 
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岡山工業高等学校 令和５年７月12日 － ○  

東岡山工業高等学校 令和５年７月３日 － ○  

岡山東商業高等学校 令和５年９月４日 －  ○ 

岡山南高等学校 令和５年９月13日 －  ○ 

岡山御津高等学校 令和５年７月25日 －  ○ 

倉敷青陵高等学校 令和５年８月３日 －  ○ 

倉敷天城高等学校（中学校を含

む。） 

令和５年７月６日 

 
－ ○  

倉敷南高等学校 令和５年７月26日 －  ○ 

倉敷古城池高等学校 令和５年７月７日 － ○  

倉敷中央高等学校 令和５年７月26日 －  ○ 

玉島高等学校 令和５年８月３日 －  ○ 

倉敷鷲羽高等学校 令和５年７月７日 － ○  

倉敷工業高等学校 令和５年７月６日 － ○  

水島工業高等学校 令和５年７月４日 － ○  

倉敷商業高等学校 令和５年７月25日 －  ○ 

玉島商業高等学校 令和５年７月５日 －  ○ 

津山高等学校（中学校を含む。） 令和５年７月25日 －  ○ 

津山東高等学校 令和５年７月25日 －  ○ 
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津山工業高等学校 令和５年８月23日 －  ○ 

津山商業高等学校 令和５年７月25日 －  ○ 

玉野高等学校 令和５年６月20日 －  ○ 

玉野光南高等学校 令和５年７月18日 － ○  

笠岡高等学校 令和５年７月10日 －  ○ 

笠岡工業高等学校 令和５年６月28日 －  ○ 

笠岡商業高等学校 令和５年６月22日 －  ○ 

井原高等学校 令和５年９月19日 －  ○ 

総社高等学校 令和５年７月26日 －  ○ 

総社南高等学校 令和５年６月27日 －  ○ 

高梁高等学校 令和５年９月13日 －  ○ 

高梁城南高等学校 令和５年８月１日 －  ○ 

新見高等学校 令和５年８月７日 －  ○ 

備前緑陽高等学校 令和５年８月17日 － ○  

邑久高等学校 令和５年７月26日 －  ○ 

勝山高等学校 令和５年７月26日 －  ○ 

真庭高等学校 令和５年７月25日 －  ○ 

林野高等学校 令和５年７月26日 －  ○ 

鴨方高等学校 令和５年７月５日 －  ○ 
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和気閑谷高等学校 令和５年７月27日 －  ○ 

矢掛高等学校 令和５年７月25日 －  ○ 

勝間田高等学校 令和５年７月18日 －  ○ 

烏城高等学校 令和５年７月12日 －  ○ 

岡山大安寺中等教育学校 令和５年７月12日 － ○  

岡山盲学校 令和５年６月29日 － ○  

岡山聾学校 令和５年７月25日 －  ○ 

岡山支援学校 令和５年７月６日 －  ○ 

岡山西支援学校 令和５年７月10日 －  ○ 

岡山東支援学校 令和５年６月29日 － ○  

岡山南支援学校 令和５年６月20日 －  ○ 

岡山瀬戸高等支援学校 令和５年７月３日 － ○  

倉敷まきび支援学校 令和５年７月10日 －  ○ 

倉敷琴浦高等支援学校 令和５年７月27日 －  ○ 

西備支援学校 令和５年７月10日 －  ○ 

健康の森学園支援学校 令和５年９月８日 －  ○ 

東備支援学校 令和５年７月10日 －   ○ 

早島支援学校 令和５年７月26日 －  ○ 

誕生寺支援学校 令和５年９月13日 －  ○ 
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公 

 

安 

 

委 

 

員 

 

会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

警察本部 令和５年11月６日 有 ○   

岡山中央警察署 令和５年８月１日 －  ○ 

岡山東警察署 令和５年７月27日 －  ○ 

岡山西警察署 令和５年７月31日 －  ○ 

岡山南警察署 令和５年７月25日 －  ○ 

岡山北警察署 令和５年７月５日 －  ○ 

赤磐警察署 令和５年７月３日 －  ○ 

備前警察署 令和５年８月16日 有  ○ 

瀬戸内警察署 令和５年８月２日 －  ○ 

玉野警察署 令和５年７月18日 － ○  

児島警察署 令和５年７月25日 －  ○ 

倉敷警察署 令和５年７月25日 －  ○ 

水島警察署 令和５年７月５日 －  ○ 

玉島警察署 令和５年８月１日 －  ○ 

笠岡警察署 令和５年７月４日 － ○  

井原警察署 令和５年６月27日 －  ○ 

総社警察署 令和５年７月13日 － ○  

高梁警察署 令和５年７月20日 － ○  

新見警察署 令和５年７月25日 －  ○ 
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真庭警察署 令和５年７月20日 － ○  

津山警察署 令和５年７月27日 －  ○ 

美作警察署 令和５年８月９日 － ○  

美咲警察署 令和５年７月10日 －  ○ 

 

 (2) 個別的事項（指摘事項） 

    ○ 知事部局 

① 県民生活部 

    ア 本庁 

・自立促進資金貸付金償還金について、総額は減少しているものの、多額の

収入未済額があり、早期解消が必要である。 

自立促進資金貸付金償還金収入未済状況 

令和３年度末      13,334,447円 
    

 

 

 

 

 

令和４年度末 12,103,347円 

比 較 増 減     △1,231,100円 

        

・生業修学資金貸付金償還金について、総額は減少しているものの、多額の

収入未済額があり、早期解消が必要である。 

生業修学資金貸付金償還金収入未済状況 

令和３年度末 15,702,060円 
    

 

 

 

 

令和４年度末 13,586,060円 

比 較 増 減     △2,116,000円 

 

    イ 岡南飛行場管理事務所 

・収入証紙で支払うべき小型航空機の停留料について、特別徴収の期間であ

った平成30年５月分から７月分までの160,908円が未納となっており、ま

た、条例に則った適切な対応が取られず、停留料の未納額が増加する状況

が継続しているものが認められた。未納の解消ととともに、未収入として

計上されなかったことが、問題の長期化につながったと考えられることか
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ら、同様の事案が発生しないよう、再発防止に向けた規程の整備や仕組み

の確立に向けて検討が必要である。 

  

② 保健医療部 

    ア 本庁 

・自動販売機売上手数料について、納入通知書が未発行であったため調定決

議をやり直し、３か月以上遅れて納入通知を行ったため、県への収入時期

が遅れたものが認められた。 

・新型コロナウイルス感染症患者等入院病床確保事業補助金（令和２、３

年度分）の交付について、退院日の取扱い誤りや適用単価の誤り等によ

り過大交付となったものが認められた。 

 

      ③ 子ども・福祉部 

    ア 本庁 

・母子父子寡婦福祉資金貸付金について、多額の収入未済額がある上に、当

該年度に収入未済額が増加していることから、早期解消に向けて、さらな

る改善が必要である。 

母子父子寡婦福祉資金貸付金収入未済状況 

令和３年度末       6,393,585円 

令和４年度末        6,418,581円 

比 較 増 減        24,996円 

 

イ 福祉相談センター 

・児童保護弁償金について、多額の収入未済額がある上に、当該年度に収入

未済額が増加していることから、早期解消に向けて、さらなる改善が必要

である。 

        児童保護弁償金収入未済状況 

令和３年度末      5,011,900円 

令和４年度末       5,405,470円 

比 較 増 減        393,570円 

 

    ウ 倉敷児童相談所 

・児童保護弁償金について、多額の収入未済額がある上に、当該年度に収入
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未済額が増加していることから、早期解消に向けて、さらなる改善が必要

である。 

児童保護弁償金収入未済状況 

令和３年度末       4,679,445円 

令和４年度末        5,358,865円 

比 較 増 減        679,420円 

      

    エ 津山児童相談所 

・児童保護弁償金について、総額は減少しているものの、多額の収入未済額

があり、早期解消が必要である。 

児童保護弁償金収入未済状況 

令和３年度末       9,206,410円 

令和４年度末        8,457,310円 

比 較 増 減       △749,100円 

      

    オ 県立成徳学校 

・給食調理業務委託の契約において、支払額が100万円以上であるにもかか  

わらず検査調書を作成していないものが認められた。 

・過去の注意・指導事項のうち、支出の手続が適正でないものについて、本

年度の監査においても、バス借上に係る使用料の支払について、履行確認

の表示がなく、改善できていないものが認められた。 

 

   ④ 産業労働部 

    ア 本庁 

・岡山県時短要請協力金返還金について、収入未済額が新たに発生しており、

収入未済の早期解消に向けて、改善が必要である。 

岡山県時短要請協力金返還金収入未済状況 

令和３年度末      0円 

令和４年度末      1,821,000円 

比 較 増 減     1,821,000円 
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・中小企業支援資金貸付金について、多額の収入未済額がある上に、当該年

度に収入未済額が増加していることから、早期解消に向けて、さらなる改

善が必要である。 

中小企業支援資金貸付金収入未済状況 

令和３年度末      446,098,382円 

令和４年度末      664,331,112円 

比 較 増 減     218,232,730円 

 

⑤ 農林水産部 

    ア 本庁 

・三徳園の職員駐車場の使用料について、収入伺を作成したものの４月分か

ら７月分の調定決議書の作成を適正な時期に行っていなかったため、県へ

の収入時期が遅れたものが認められた。 

 

   ⑥ 土木部 

    ア 本庁 

・住宅使用料について、多額の収入未済額がある上に、当該年度に収入未済

額が増加していることから、早期解消に向けて、さらなる改善が必要であ

る。             

住宅使用料収入未済状況 

令和３年度末       45,808,667円 

令和４年度末       51,345,009円 

比 較 増 減       5,536,342円 

 

   ⑦ 備前県民局 

    ア 本局 

・県税（現年課税分）について、多額の収入未済額がある上に、当該年度に

収入未済額が増加していることから、早期解消に向けて、さらなる改善が

必要である。 

県税（現年課税分）収入未済状況 

令和３年度末      619,557,913円 
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・県税（滞納繰越分）について、総額は減少しているものの、多額の収入未

済額があり、早期解消が必要である。 

県税（滞納繰越分）収入未済状況 

令和３年度末      627,389,549円 

令和４年度末      587,661,856円 

比 較 増 減     △39,727,693円 

 

・生活保護費返還金・徴収金等について、総額は減少しているものの、多額

の収入未済額があり、早期解消が必要である。 

生活保護費返還金・徴収金等収入未済状況 

 

 

・母子父子寡婦福祉資金貸付金について、総額は減少しているものの、多額

の収入未済額があり、早期解消が必要である。 

母子父子寡婦福祉資金貸付金収入未済状況 

令和３年度末      9,614,107円 

令和４年度末      9,172,091円 

比 較 増 減    △442,016円 

 

・農業改良資金貸付金違約金について、総額は減少しているものの、多額の

収入未済額があり、早期解消が必要である。 

農業改良資金貸付金違約金収入未済状況 

令和４年度末      665,812,624円 

比 較 増 減     46,254,711円 

令和３年度末      3,228,549円 

令和４年度末      2,732,906円 

比 較 増 減     △495,643円 
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令和３年度末      17,694,403円 

令和４年度末      17,384,403円 

比 較 増 減     △310,000円 

 

      ⑧ 備中県民局 

    ア 本局 

・県税（滞納繰越分）について、総額は減少しているものの、多額の収入未

済額があり、早期解消が必要である。 

県税（滞納繰越分）収入未済状況 

令和３年度末      392,002,559円 

令和４年度末      383,186,229円 

比 較 増 減     △8,816,330円 

 

・県税関係諸収入（延滞金、加算金）について、多額の収入未済額がある上

に、当該年度に収入未済額が増加していることから、早期解消に向けて、

さらなる改善が必要である。 

県税関係諸収入（延滞金、加算金）収入未済状況 

令和３年度末      1,362,440円 

令和４年度末     6,310,186円 

比 較 増 減     4,947,746円 

 

・母子父子寡婦福祉資金貸付金について、多額の収入未済額がある上に、当

該年度に収入未済額が増加していることから、早期解消に向けて、さらな

る改善が必要である。 

母子父子寡婦福祉資金貸付金収入未済状況 

令和３年度末      4,527,382円 

令和４年度末      4,709,279円 
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比 較 増 減    181,897円 

 

・農業改良資金貸付金元金について、総額は減少しているものの、多額の収

入未済額があり、早期解消が必要である。 

農業改良資金貸付金元金収入未済状況 

令和３年度末      5,040,000円 

令和４年度末      4,875,000円 

比 較 増 減     △165,000円 

 

・霞橋側道橋放火に係る原因者負担金について、多額の未収額があるもの

の、収入がなされていないことから、収入未済の早期解消に向けて、さら

なる改善が必要である。 

霞橋側道橋放火に係る原因者負担金収入未済状況 

 

 

・令和３年度建設事業費市町村負担金精算に伴う還付金の支払において、

支出調書を作成することなく支払ったものが認められた。 

 

   ⑨ 美作県民局 

    ア 本局 

・県税（現年課税分）について、多額の収入未済額がある上に、当該年度に

収入未済額が増加していることから、早期解消に向けて、さらなる改善が

必要である。 

県税（現年課税分）収入未済状況 

令和３年度末      58,816,379円 

令和４年度末     74,841,701円 

比 較 増 減     16,025,322円 

令和３年度末      3,567,040円 

令和４年度末      3,567,040円 

比 較 増 減     0円 
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・県税（滞納繰越分）について、総額は減少しているものの、多額の収入未

済額があり、早期解消が必要である。 

県税（滞納繰越分）収入未済状況 

令和３年度末      106,749,539円 

令和４年度末      87,587,452円 

比 較 増 減     △19,162,087円 

 

・生活保護費返還金・徴収金について、多額の収入未済額がある上に、当該

年度に収入未済額が増加していることから、早期解消に向けて、さらなる

改善が必要である。 

生活保護費返還金・徴収金収入未済状況 

令和３年度末      3,057,805円 

令和４年度末      3,649,756円 

比 較 増 減     591,951円 

 

・屋外広告物事務において、許可申請書類を未処理のまま放置し、収入証

紙の返還に至ったものが認められた。 

・令和２年度から令和４年度までに行った屋外広告物事務に係る事務処理

において、正当な理由なく処理を遅延し、あるいは適正な決裁手続を経

ずに許可書を交付し、あるいは許可申請書類を未処理のまま放置するな

ど、65件の不適正な事務処理があったものが認められた。 

 

・公有財産購入費の支出について、金額の半分の受領を代理人へ委任され

ているにもかかわらず、誤って全額を契約者へ支払っているものが認め

られた。 

 

イ 真庭地域事務所 

・ガードレール修繕に係る費用弁償について、総額は減少しているものの、

多額の収入未済額があり、早期解消が必要である。 

ガードレール修繕に係る費用弁償収入未済状況 

令和３年度末      1,532,000円 
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令和４年度末      1,502,000円 

比 較 増 減     △30,000円 

 

○ 諸局等 

  ① 企業局 

・営業未収金（給水料金）について、総額は減少しているものの、多額の収入

未済額があり、早期解消が必要である。なお、債務者が和解条項に反し、償

還が滞った場合には、給水停止や抵当権の実行等の措置についての実施を検

討する必要がある。 

営業未収金（給水料金）収入未済状況 

令和３年度末     81,211,512円 

令和４年度末     80,941,512円 

比 較 増 減     △270,000円 

 

・庁用自動車による交通事故での100万円以上の亡失損傷及び相手方に多大

な損害が生じているものが認められた。 

 

○ 教育委員会 

   ① 教育庁 

・高等学校貸付奨学金返還金について、総額は減少しているものの、多額の収

入未済額があり、早期解消が必要である。 

高等学校貸付奨学金返還金収入未済状況 

令和３年度末      7,825,794円 

令和４年度末     7,098,540円 

比 較 増 減     △727,254円 

 

・地域改善対策奨学金及び通学用品等助成金返還金（高等学校等奨学金貸付金）

について、多額の収入未済額がある上に、当該年度に収入未済額が増加して

いることから、早期解消に向けて、さらなる改善が必要である。 

地域改善対策奨学金及び通学用品等助成金返還金（高等学校等奨学金貸付

金）収入未済状況 
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令和３年度末      21,491,929円 

令和４年度末      28,047,148円 

比 較 増 減     6,555,219円 

 

・地域改善対策奨学金及び通学用品等助成金返還金（大学奨学金貸付金）につ

いて、総額は減少しているものの、多額の収入未済額があり、早期解消が必

要である。 

地域改善対策奨学金及び通学用品等助成金返還金（大学奨学金貸付金）収

入未済状況 

令和３年度末      3,423,672円 

令和４年度末      3,020,938円 

比 較 増 減     △402,734円 

 

・地域改善対策奨学金及び通学用品等助成金返還金遅延利息について、多額

の収入未済額がある上に、当該年度に収入未済額が増加していることから、

早期解消に向けて、さらなる改善が必要である。 

地域改善対策奨学金及び通学用品等助成金返還金遅延利息収入未済状況 

令和３年度末      1,039,590円 

令和４年度末      2,285,955円 

比 較 増 減    1,246,365円 

 

    ○ 公安委員会 

     ① 警察本部 

・放置違反金等について、多額の収入未済額がある上に、当該年度に収入未済

額が増加していることから、早期解消に向けて、さらなる改善が必要である。 

放置違反金等収入未済状況 

令和３年度末       1,514,200円 

令和４年度末    1,785,200円 
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比 較 増 減     271,000円 

        

   ② 備前警察署 

・警察車両による交通事故での100万円以上の亡失損傷及び相手方に損害が

生じているものが認められた。 

   

３ 所見 

  (1) 財務に関する事務の適正化について 

前年度の監査の結果に対する意見において、適正かつ効率的な財務に関する事務

の執行を求めていたものに関し、件数では若干減少したものの、一部に依然として

財務に関する事務の適正な執行が徹底されていないものがある。 

中でも、財産関係では、公用車による交通事故での亡失損傷が引き続き多くの機

関で発生している。前年度と同様にバック時の接触事故等不注意による自損事故が

多くを占め、また、依然として原因がわからないものも存在し、「県の保有する財

産は県民が保有する財産である。」との認識が徹底されていない。各機関とも交通

事故発生の絶無を目指し、安全運転教育及び公用車の適正な管理に対する意識の一

層の徹底に努められたい。 

   特に、令和４年度については、内部統制評価報告書において運用上の重大な不備

に該当すると判断された、美作県民局における屋外広告物事務に係る不適正な事務

処理の事案や、岡南飛行場管理事務所における停留料が５年間にわたり徴収されず、

現在も停留料の額が増え続けている重大事案を把握したところであり、同様の事案

が発生しないよう、再発防止に向けた全庁的な取組が必要と思われる。 

   上記の事案は、長年にわたるコミュニケーション不足とミスを防止する仕組みづ

くりを、組織として上司が責任を持って構築することなく放置されたことに起因し

ていると考えられる。職場内のミスを積極的に報告する空気を醸成し、重大な不備

に至ることを防ぐ仕組みづくりをしっかりと行い、適正かつ効率的な財務に関する

事務の執行に努められたい。 

 (2) 収入未済の解消等について 

   税及び税外収入に係る収入未済額の総額は、前年度より増加し多額となっており、

適正に財源を確保する観点に立って、県民負担の不公平感の払拭のためにも、個々

の実情に応じたきめ細かな措置を講じるとともに、悪質な場合は法的手段の活用に

よる徹底した債権管理を行うことにより、早期解消に努められたい。 
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◎
岡
山
県
公
安
委
員
会
規
則
第
十
二
号

岡
山
県
道
路
交
通
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六
日

岡

山

県

公

安

委

員

会

岡
山
県
道
路
交
通
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

岡
山
県
道
路
交
通
法
施
行
細
則
（
昭
和
三
十
五
年
岡
山
県
公
安
委
員
会
規
則
第
六
号
）
の
一
部
を
次

の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
の
二
第
一
項
第
五
号
中
「
及
び
時
間
制
限
駐
車
区
間
」
を
削
る
。

第
六
条
の
見
出
し
中
「
又
は
時
間
制
限
駐
車
区
間
」
を
削
り
、
同
条
第
二
項
を
削
り
、
同
条
第
三
項

「

」

「

」

、

、

、

中

前
二
項

を

前
項

に
改
め

同
項
を
同
条
第
二
項
と
し

同
条
第
四
項
を
同
条
第
三
項
と
し

同
条
第
五
項
を
同
条
第
四
項
と
し
、
同
条
第
六
項
た
だ
し
書
中
「
第
三
項
た
だ
し
書
」
を
「
第
二
項
た

だ
し
書
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
条
第
七
項
を
同
条
第
六
項
と
し
、
同
条
第
八
項
を

同
条
第
七
項
と
し
、
同
条
第
九
項
中
「
第
五
項
」
を
「
第
四
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
八
項
と
す

る
。様

式
第
四
号
中
「

」
を
削
る
。

又
は
同
法
第

条
の
５

4
9

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
規
則
は
、
令
和
六
年
三
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
前
の
岡
山
県
道
路
交
通
法
施
行
細
則
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当

分
の
間
、
所
要
の
調
整
を
し
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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◎
岡
山
海
区
漁
業
調
整
委
員
会
指
示
令
和
五
年
度
第
一
号

漁
業
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
六
十
七
号
）
第
百
二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
繁
殖
保

護
を
図
る
た
め
、
水
産
動
植
物
の
採
捕
の
禁
止
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
指
示
す
る
。

な
お
、
令
和
四
年
十
二
月
二
十
七
日
に
指
示
し
た
岡
山
海
区
漁
業
調
整
委
員
会
指
示
令
和
四
年
度
第

七
号
は
、
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
を
も
っ
て
廃
止
す
る
。

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六
日

岡
山
海
区
漁
業
調
整
委
員
会

会

長

井

本

瀧

雄

一

禁
止
す
る
水
産
動
物
の
種
類

が
ざ
み
（
わ
た
り
が
に

。
た
だ
し
、
全
甲
幅
十
五
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
未
満
の
も
の
に
限
る
。

）

二

禁
止
す
る
漁
法

全
て
の
漁
法

三

禁
止
区
域

岡
山
県
海
面

四

適
用
除
外

こ
の
指
示
は
、
試
験
研
究
、
教
育
実
習
又
は
増
養
殖
用
の
種
苗
（
種
卵
を
含
む

）
の
供
給
（
自

。

給
を
含
む

（
以
下
「
試
験
研
究
等
」
と
い
う

）
の
た
め
の
水
産
動
植
物
の
採
捕
に
つ
い
て
当
委

。
）

。

員
会
に
届
け
出
た
者
が
行
う
試
験
研
究
等
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。

五

指
示
の
有
効
期
間

令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
八
年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で
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◎
岡
山
県
内
水
面
漁
場
管
理
委
員
会
指
示
第
一
号

漁
業
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
六
十
七
号
）
第
百
二
十
条
第
一
項
及
び
第
百
七
十
一
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
、
令
和
六
年
度
に
お
け
る
第
五
種
共
同
漁
業
権
魚
種
の
増
殖
に
つ
い
て
次
の
と
お
り
指
示
す

る
。

令
和
五
年
十
二
月
二
十
六
日

岡
山
県
内
水
面
漁
場
管
理
委
員
会

会

長

加

藤

卓

夫

（

k
g

）

令
和
６
年
度
に
お
け
る
第
五
種
共
同
漁
業
権
魚
種
の
増
殖
指
示

単
位

た
だ
し

わ
か
さ
ぎ
は
卵
数
に
つ
い
て

単
位

万
粒

：
、

：

放
流

魚
種

代
替
措
置
可
能
魚
種

漁
業
協
同
組
合
名

漁
業
権
番
号

あ
ゆ

う
な
ぎ

ふ
な

あ
ま
ご

な
ま
ず

す
ぽ
ん

に
じ
ま
す

も
ろ
こ

わ
か
さ
ぎ

は
え

て
な
が
え
び

も
く
ず
が
に

（

）

漁
業
権
者
名

っ

1
,
0
9
0

5
0

3
0

1
0

5
0

8
0

50
内
共
第
１
号

吉
井

川
南

部
－

－
－

－
－

1
,
2
1
0

5
0

30
3
2
0

5
0

9
0

1
5

内
共
第
２
号

吉
野

川
－

－
－

－
－

1
,
3
3
0

4
0

2
0

2
9
0

1
0

1
0
0

10
内
共
第
３
号

吉
井

川
－

－
－

－
－

内
共
第
４
号

加
茂

郷
－

－
－

－
－

－
－

3
9
0

1
5

1
6
0

3
0

3
0

内
共
第
５
号

久
田

川
－

－
－

－
－

－
－

－
3
3
0

1
5

1
3
0

3
0

内
共
第
６
号

奥
津

川
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
2
7
0

2
2
0

,
2
9
0

5
0

4
0

1
0

1
0
0

10
内
共
第
７
号

旭
川

南
部

－
－

－
－

－
－

1

内
共
第
８
号

旭
川

中
央

－
－

－
－

－
－

1
,
5
60

1
0
0

1
5
0

4
6
0

1
0
0

5
0

内
共
第
９
号

湯
原

－
－

－
－

－
－

－
3
3
0

2
5

1
9
0

1
0
0

3
0

内
共
第

号
旭

川
北

－
－

－
－

－
－

－
1
0

3
0
0

2
0

3
6
0

1
5
0

3
0

1
1

2
,
6
8
0

9
0

6
0

2
0

1
5
0

7
5

内
共
第

号
高

梁
川

－
－

－
－

－
－

1
2

2
90

2
5

1
0

3
0

1
5

内
共
第

号
小

田
川

－
－

－
－

－
－

－

内
共
第

号
芳

井
町

－
－

－
－

－
－

－
－

－
1
3

2
6
0

1
5

3
0

1
4

1
,1
30

5
0

1
5

5
2
0

2
5

内
共
第

号
成

羽
川

－
－

－
－

－
－

1
5

2
0
0

1
0

2
5

5
5

2
5

内
共
第

号
〃

－
－

－
－

－
－

内
共
第

号
〃

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
1
6

7

内
共
第

号
新

見
－

－
－

－
－

－
1
7

1
,6
9
0

3
5

5
0
0

5
0
0

5
0

内
共
第

号
番

川
－

－
－

－
－

－
－

1
8

1
0

2
3
0

2
5

1
5

4
0

内
共
第

号
〃

－
－

－
－

－
－

－
1
9

5
1
0
0

2
5

5
1
0

内
共
第

号
児

島
湾

淡
水

－
－

－
－

－
－

－
2
0

7
5

1
,
0
9
0

4
5

1
6
0

4
5

内
共
第

号
〃

－
－

－
－

－
－

－
2
1

15
4
7
0

5
4
0

5

備
考

は
え

て
な
が
え
び
及
び
も
く
ず
が
に
に
つ
い
て
は

漁
業
権
番
号
ご
と
の
指
示
量
に
応
じ
て

次
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
放
流
の
代
替
措
置
を
行
う
こ
と
が
で
き
る

、
、

、
。
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(
1
)

（

）

産
卵
床
造
成

は
え

指
示

量
造
成
箇
所
数

造
成

基
準

箇
所

１
箇
所
当
た
り

㎡
の
造
成
で

k
g

5
0
0

１
１

5
0

～
の
増
殖
と
み
な
す

5
0
k
g

。
２

5
1

1
0
0

～

３
1
0
1

1
5
0

～

(
2
)

（

）

産
卵
床
造
成

て
な
が
え
び

指
示

量
造
成
束
数

造
成

基
準

束
ソ
ダ
束
の
造
成
で

の
増
殖

k
g

10
12kg

1
2

1
0

と
み
な
す
。

(
3
)

C

（

）

（

）

親
が
に
・

甲
幅
約
３
㎜
の
稚
が
に

放
流

も
く
ず
が
に

1

指
示

量
親
が
に
放
流
基
準

放
流
基
準

C
1

親
が
に

の
放
流

の
放
流
で

k
g

8
.
4
k
g

C
0
.
1
3
k
g

1、
1
0

で
の
増
殖
と
み
な

の
増
殖
と
み
な
す

10kg
10kg

。

。

す
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〔
一
四
〕
令
和
五
年
十
一
月
十
七
日
付
け
公
布
岡
山
県
告
示
第
五
百
六
十
号
（
保
安
林
の
指
定
予
定
）

に
誤
り
が
あ
っ
た
。

行

誤

正

十

水
源
の
涵
養

土
砂
の
流
出
の
防
備

か
ん
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